
 平成23年度当初予算　予算要求シート
-

今年度要求のポイント

同和問題解決のための施策に係る関
係機関との連絡調整並びに統計調査
に関すること。

事業の継続実施

【経過（～22年度】 【23年度】

近年発覚した土地差別調査事件やインターネットを利用した悪質な差別事件など、人間の
尊厳を侵害する事象が跡を絶たず、いまだ同和問題が解決したとはいいがたい状況にあ
り、23年度当初予算においては、事業の拡充により増額要求とする。また、分担金につい
ては減額傾向にあるため、22年度実績額とする。

22年度予算

平成23年度要求額

27,23220,288

平成21年度決算額

全体事業費　H　～　H　　

主な要求内容

1,296×1式=1,296千円

項目 23年度要求額

研修会等参加負担金

堺市人権地域協議会事業補助金　 25,207×1式=25,207千円

(単位　千円)

42 42

その他事務経費 687 687 普通旅費（264千円）、通信運搬費
（4千円）、消耗品費（プリンター
トナー、研究資料等物品購入419千
円）

平成22年度予算額

（単位：千円）

内容・積算等

25,207

20,288 27,232

事業の継続実施

【今後（～24年度】

その他　特記事項スケジュール（経過及び今後展開）

合計

　同和問題の解決を図るための施策実施にあたり、各種業務運営の円
滑化及び効率化のため、関係機関及び庁内関係部局との連絡調整を行
うとともに、本市における同和問題の解決をはじめ、あらゆる人権施
策に協力し、差別のない人権尊重のコミュニティの実現に寄与するた
めの事業を行う機関として堺市同和行政基本方針に位置づけられた堺
市人権地域協議会に対し事業費を補助する。また、大阪府及び府内の
市町村が実施する同和問題解決のための施策をはじめ、人権施策を推
進していくための協力機関として、さまざまな事業を行うことによ
り、差別のないコミュニティの形成に寄与し、すべての人の人権が尊
重される豊かな社会の実現をめざしている大阪府人権協会に対し、大
阪府、大阪府市長会、大阪府町村長会における協議により、分担金を
支出する。

012

事業内容

関連事業

整理番号 07

本市においては、「同和問題の解決は、国の責務であり、同時に国民的課題である」との
国の同和対策審議会答申を踏まえ、同和問題解決のための取組みを実施してきた。その結
果、住環境の整備、地区住民の生活の安定・向上など着実な成果を上げてきたが、いまだ
教育、啓発、就労等残された課題があり同和問題が解決されたとはいえない状況にある。
このような中、堺市同和行政基本方針に基づき、引き続き、人権尊重の視点にたち、一般
施策を総合的かつ計画的に活用し、同和問題の早期解決を図る。

事業目的

同和問題解決のために行う一般施策

事 業 名 同和行政課経費

市民人権局・同和行政課局・課名／　　

1,399 1,296

18,160

（財）大阪府人権協会分担金

19,943事 業 費

事業期間


